
 

 

記者発表資料 

 
三宅島火山ガスに関する検討会の設置及び開催について 

 

平成 14 年 9 月 25 日 

内 閣 府 

 

三宅島については多量の有毒な火山ガスの放出が現在も継続し、三宅島島民の帰島

の見通しは立っていない状況です。 

内閣府は東京都からの要請を受け、三宅島の火山ガスがどのような状況になれば帰

島が可能となるのか、安全確保対策の面から科学的な検討を行うため、東京都と共同

して「三宅島火山ガスに関する検討会」（以下、検討会）を設置し、第１回の検討会

を下記のとおり開催することとなりましたのでお知らせします。 

なお、国の機関については、検討会の行政委員として内閣官房、内閣府、消防庁、

気象庁が、オブザーバーに厚生労働省、環境省が参加します。 

 

１．日 時： 平成 14 年 9 月 30 日（月） 17:00～ 

 

２．場 所： 東京都庁第一本庁舎北棟 42 階 特別会議室Ｂ 

 

３．主な議題：（１）三宅島火山活動の現状について 

（２）検討会の検討内容及び調査計画について 

（３）その他 

 

４．そ の 他： 会議の冒頭撮影可 

※撮影にあたっては東京都職員の指示に従ってください。 

（参考）開催当日の撮影の流れ 

会場入り口にて受け付けしていただき、会場内は自社腕章を着用し

てください。また、会場が狭隘なため、三脚の使用はご遠慮ください。 

会議終了後、議事概要を配布予定（翌日の 12 時を目処） 

 

【問い合わせ先】 

 

 

 
内閣府参事官補佐（地震・火山対策担当）  齋藤 

〃 参事官（地震・火山対策担当）付主査 西宮 

ＴＥＬ ０３－３５０１－５６９３ 
 

＊なお、東京都災害対策本部からも同様の発表がなされています。 



平成 14 年９月２５日 

１ ８ 時 ０ ０ 分 

東京都災害対策本部 

 

 

東京都災害対策本部の対応等について（第３７７報） 

 

「三宅島火山ガスに関する検討会」の設置及び開催について 

 

 

三宅島の火山ガスがどのような状況になれば帰島が可能になるのか、安全確保対策の面か

ら科学的に検討するため、「三宅島火山ガスに関する検討会」（以下「検討会」という。）を

別紙要綱のとおり設置し、第１回検討会を下記のとおり開催します。 

 

記 

１ 開催日時 

平成１４年９月３０日（月）  １７時００分から 

 

２ 開催場所 

  都庁第一本庁舎北棟４２階 特別会議室 Ｂ 

 

３ 検討テーマ 

① 三宅島火山活動の現状について 

② 検討会の検討内容及び調査計画について 

③ その他 

 

４ その他 

① 取材については、会議冒頭のみとさせていただきます。 

② 取材を希望される方は、会場入り口で受付を済ませ、自社腕章を着用のうえ、取材を

お願いします。また、会場が狭隘なため、三脚の使用はご遠慮ねがいます。 

③ 議事概要については、翌日の１２時に配布をする予定です。 

  

※ 内閣府からも同様の報道発表がなされております。 

 

                                

問合せ先 

 総務局災害対策部防災計画課 

直通０３－５３８８－２４８５

都庁内線 ２４－９２１ 奈良 

都庁内線 ２４－９１０ 林 

参考 



三宅島火山ガスに関する検討会設置要綱 

 

（目的） 

第１ 三宅島の火山ガスがどのような状況になれば避難島民の帰島が可能になるか、安全

確保対策の面から科学的に検討するため、三宅島火山ガスに関する検討会（以下「検討会」

という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ 検討会は、次の事項を検討する。 

（１） 三宅島の火山ガスの現状分析等に関すること。 

（２） 火山ガスが人の健康に与える影響に関すること。 

（３） 火山ガスに対する安全確保対策に関すること。 

（４） 三宅島への帰島の判断材料に関すること。 

（５） その他必要な事項 

 

（構成） 

第３ 検討会の構成は、別表のとおりとする。 

 

（座長） 

第４ 検討会に座長を置く。 

２ 座長は、委員の互選により選任する。 

３ 座長は、会務を総理する。 

 

（招集等） 

第５ 検討会は、座長が招集する。 

２ 座長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求めることができる。 

 

（議事概要） 

第６ 座長は、検討会の終了後、速やかに議事の概要を作成し、これを公表する。 

 

（議事録） 

第７ 座長は、検討会の議事録を作成し、各委員の確認を得た上で、これを公表する。 

 

（幹事） 

第８ 検討会における検討を補佐するため、検討会に幹事を置く。 

２ 幹事に関する事項は、座長が別に定める。 

別紙 



 

（事務局） 

第９ 検討会の事務局は、内閣府（地震・火山対策担当）及び東京都総務局が担当する。 

 

（雑則） 

第 10 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が別に定め

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年９月３０日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 表 

 

１ 委 員 

 氏  名 所    属 専門分野 

内山 巌雄 京都大学大学院工学研究科教授 公衆衛生学・環境保健学 

平林 順一 東京工業大学火山流体研究センター教授 火山化学（火山ガス） 

鍵山 恒臣 東京大学地震研究所 

火山噴火予知研究推進センター助教授 

火山学 

工藤 翔二 日本医科大学医学部教授 呼吸器内科学 

学

識

委

員 

大前 和幸 慶応義塾大学医学部教授 衛生学・産業医学 

足立 敏之 内閣官房内閣参事官（安全保障・危機管理担当）  

布村 明彦 内閣府参事官（地震・火山対策担当）  

務台 俊介 総務省消防庁防災課長  

小宮  学 国土交通省気象庁地震火山部管理課長  

德毛  宰 東京都総務局災害対策部長  

原田 龍次 東京都総務局局務担当部長（災害対策担当）  

百合 一郎 東京都環境局環境評価部長  

齋藤  進 東京都健康局地域保健部長  

関口 和重 東京消防庁警防部長  

行

政

委

員 

野村 忠司 三宅村助役  

 

２ オブザーバー 

厚生労働省、環境省、東京都関係局 


